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序 調査の目的等                     

（１）調査の背景・目的 

近年になって，家庭や地域社会における子どもの社会性育成機能の低下や少子化の進

展が中長期的に継続することが見込まれること等を背景として，学校の小規模化に伴う

教育上の諸課題がこれまで以上に顕在化することが懸念されている。 

このことから国においては，公立小・中学校を所管する市町村教育委員会が，学校統合

の適否又は小規模校を存置する場合の充実策等を検討する際の，基本的な方向性や考慮

すべき要素，留意点等をまとめた「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置に関する手

引き」が策定された。（平成 27 年 1 月 27 日付け文部科学省通知）本市においても，小学

校の児童数は平成 21 年度の 13,000 人，中学校の生徒数は平成 25 年度の 6,200 人をピー

クに児童生徒数の減少方向に入っており，新生児が少なく人口減少が進む地域がある一

方，市街化区域における開発の増加も加わって，過密化が懸念される地域もあり，地域的

な偏在が加速することが予測される。 

これらのことから，本業務は，小中学校の適正規模，適正配置を行うための児童生徒数

の中長期的推移の基礎調査を行い，平成 29 年度以降に学校規模適正化基本方針等を策定

することを想定した，基礎資料を作成することを目的とする。 

なお，今回の調査は，将来の児童生徒数の予測を基とした基礎調査であって，調査結果

を踏まえて，今後の本市の対応を考えていくことになるが，児童生徒数については何通

りかの算出方法で推測しており，条件設定によって将来の児童生徒数に大きな差が生じ

る。 

一部，具体的な検討事項等を示した箇所もあるが，児童生徒数の予測に差があること

を踏まえたうえで，あくまでも現時点で考えられる可能性を示したものである。具体的

な対応策等については，今回の調査結果を踏まえ，次年度に基本方針等を作成し，その後

も継続して検討していく。 

 

（２）調査対象 

本調査の対象施設は，鈴鹿市立小中学校とし，小学校 30 校，中学校 10 校の計 40 校と

する。 
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１ 市内小中学校の児童生徒数の推移や課題等の整理      

小中学校について，これまでの児童生徒数の推移や課題等を整理する。 

 

（１）児童生徒数・学級数の推移 

①小学校児童数・普通学級数の推移 

１）市内全体 

市内の小学校児童数は，平成 21 年度の 13,000 人をピークに減少傾向となっており，

平成 28 年度は 11,443 人となっている。学級数も同様に減少傾向であり，平成 28 年度は

420 学級となっている。 

 

図表．小学校児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）小学校別 

小学校 30 校のうち 4 校（稲生小，合川小，鈴西小，井田川小）は，平成 28 年度の児

童数が平成21年度よりも増加しているが，その他の小学校では減少か同数となっている。 

学級数も同様の傾向であり，3校（稲生小，鈴西小，深伊沢小）以外では減少あるいは

同数となっている。  

（各年 5月 1日現在） 
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図表.小学校別の児童数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表.小学校別の普通学級数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H21から増加

増減数 率

1 国府小 445 417 412 410 400 372 370 371 369 367 △ 45 89.1%

2 庄野小 316 334 337 356 353 357 351 339 347 329 △ 8 97.6%

3 加佐登小 527 524 523 512 491 463 445 408 386 356 △ 167 68.1%

4 牧田小 462 462 458 465 452 456 446 441 448 425 △ 33 92.8%

5 清和小 336 341 338 322 327 330 329 322 313 300 △ 38 88.8%

6 石薬師小 410 413 416 398 389 411 393 378 362 345 △ 71 82.9%
7 白子小 536 563 559 546 542 510 493 472 467 478 △ 81 85.5%

8 鼓ヶ浦小 248 245 237 216 212 193 172 165 158 164 △ 73 69.2%

9 旭が丘小　 846 921 956 981 974 997 990 964 936 900 △ 56 94.1%

10 桜島小 752 761 795 805 787 795 769 789 758 773 △ 22 97.2%

11 愛宕小 565 586 587 578 566 552 546 517 498 465 △ 122 79.2%

12 稲生小 628 624 642 629 653 641 667 699 708 734 92 114.3%

13 飯野小 571 612 633 654 652 622 642 616 637 608 △ 25 96.1%

14 明生小 351 364 352 312 310 306 286 279 276 293 △ 59 83.2%

15 河曲小 619 584 564 537 527 515 505 515 513 505 △ 59 89.5%

16 一ノ宮小 640 645 664 643 642 601 583 560 527 508 △ 156 76.5%

17 長太小 480 469 487 473 467 457 435 408 406 406 △ 81 83.4%

18 箕田小 341 348 342 358 348 345 330 331 328 306 △ 36 89.5%

19 若松小 429 434 434 424 405 405 400 388 375 355 △ 79 81.8%

20 玉垣小 792 806 788 800 782 749 744 748 764 742 △ 46 94.2%

21 神戸小 740 777 783 757 709 688 695 645 668 638 △ 145 81.5%

22 合川小 105 103 88 85 68 65 68 67 87 90 2 102.3%

23 天名小 88 96 96 97 95 84 92 91 97 96 0 100.0%

24 栄　小 254 264 263 259 247 238 217 201 203 200 △ 63 76.0%

25 郡山小 484 452 409 399 369 330 298 278 285 279 △ 130 68.2%

26 鈴西小 229 228 232 231 237 215 224 232 231 246 14 106.0%

27 椿　小 163 154 152 159 156 158 141 137 125 134 △ 18 88.2%

28 深伊沢小 169 172 173 179 187 172 176 176 163 156 △ 17 90.2%

29 庄内小 152 146 147 139 115 109 100 97 95 88 △ 59 59.9%

30 井田川小 116 128 133 123 129 130 142 138 152 157 24 118.0%

12,794 12,973 13,000 12,847 12,591 12,266 12,049 11,772 11,682 11,443 △ 1,557 88.0%

各年5月1日現在 ピーク

H28/H21

合計

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度　 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

H20から増加

増減数 率

1 国府小 16 15 15 14 13 13 13 13 13 14 △ 1 93.3%

2 庄野小 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 0 100.0%

3 加佐登小 17 18 18 18 17 16 16 15 14 13 △ 5 72.2%

4 牧田小 15 16 17 18 17 17 16 15 17 15 △ 1 93.8%

5 清和小 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 0 100.0%

6 石薬師小 14 14 15 14 14 15 14 13 13 13 △ 1 92.9%
7 白子小 19 19 19 19 19 18 18 17 17 16 △ 3 84.2%

8 鼓ヶ浦小 11 10 9 9 9 8 6 6 7 7 △ 3 70.0%

9 旭が丘小　 27 31 31 32 32 32 32 31 31 30 △ 1 96.8%

10 桜島小 24 25 25 25 25 26 26 27 25 25 0 100.0%

11 愛宕小 17 20 20 20 19 18 18 18 18 17 △ 3 85.0%

12 稲生小 20 20 20 21 21 21 22 22 23 25 5 125.0%

13 飯野小 21 22 21 22 22 22 23 22 23 22 0 100.0%

14 明生小 12 13 12 11 12 12 12 11 11 11 △ 2 84.6%

15 河曲小 20 19 18 18 18 18 17 17 18 18 △ 1 94.7%

16 一ノ宮小 22 22 23 22 23 22 20 19 18 18 △ 4 81.8%

17 長太小 17 17 18 18 18 18 15 14 14 15 △ 2 88.2%

18 箕田小 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 0 100.0%

19 若松小 15 15 14 14 14 15 15 14 14 12 △ 3 80.0%

20 玉垣小 26 26 26 26 26 25 24 25 26 25 △ 1 96.2%

21 神戸小 24 25 25 25 24 22 22 22 22 21 △ 4 84.0%

22 合川小 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 0 100.0%

23 天名小 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 0 100.0%

24 栄　小 11 12 12 12 12 11 10 7 8 8 △ 4 66.7%

25 郡山小 16 16 15 15 13 12 12 12 11 11 △ 5 68.8%

26 鈴西小 9 9 9 10 11 10 10 9 10 11 2 122.2%

27 椿　小 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 0 100.0%

28 深伊沢小 6 6 6 6 7 7 7 7 7 7 1 116.7%

29 庄内小 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 0 100.0%

30 井田川小 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 0 100.0%

445 456 454 455 452 444 434 422 426 420 △ 36 92.1%

各年5月1日現在 ピーク

合計

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
H28/H20

　 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度
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②中学校児童数・普通学級数の推移 

１）市内全体 

市内の中学校生徒数は，平成 25 年度の 6,200 人をピークに減少傾向となっており，平

成 28 年度は 5,810 人となっている。学級数も同様に減少傾向であり，平成 28 年度は 175

学級となっている。 

 

図表．中学校生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）中学校別 

中学校 10 校のうち白子中は，平成 28 年度の生徒数が平成 25 年度よりも増加している

が，その他の中学校では減少している。 

学級数も同様の傾向であり，白子中，千代崎中は同数であるが，この 2 校以外は減少

している。 
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図表.中学校別の生徒数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表.中学校別の普通学級数推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H25から増加

増減数 率

1 平田野中 430 451 467 471 479 503 511 488 474 445 △ 66 87.1%

2 創徳中 576 605 601 594 648 644 698 668 684 675 △ 23 96.7%

3 白鳥中 501 507 505 549 563 565 555 550 555 531 △ 24 95.7%

4 神戸中 816 859 842 884 905 942 952 962 948 902 △ 50 94.7%

5 大木中 463 484 474 473 481 496 524 501 489 461 △ 63 88.0%

6 千代崎中 552 547 573 563 596 589 599 585 580 595 △ 4 99.3%
7 白子中 873 919 962 968 1,035 1,040 1,065 1,044 1,110 1,096 31 102.9%

8 鼓ヶ浦中 517 476 468 480 526 520 529 518 488 457 △ 72 86.4%

9 天栄中 471 438 446 436 446 424 427 409 360 361 △ 66 84.5%

10 鈴峰中 332 322 320 302 316 321 340 326 317 287 △ 53 84.4%

5,531 5,608 5,658 5,720 5,995 6,044 6,200 6,051 6,005 5,810 △ 390 93.7%

各年5月1日現在 ピーク

H28/H25

合計

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度　 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

増減数 率

1 平田野中 13 14 15 15 15 16 16 14 14 13 △ 3 81.3%

2 創徳中 17 20 17 18 19 19 20 20 20 19 △ 1 95.0%

3 白鳥中 15 15 15 16 17 18 17 16 17 16 △ 1 94.1%

4 神戸中 26 25 24 26 26 27 28 28 28 27 △ 1 96.4%

5 大木中 15 15 15 15 15 15 16 15 15 15 △ 1 93.8%

6 千代崎中 17 17 17 17 18 18 18 18 18 18 0 100.0%
7 白子中 27 28 29 29 31 31 31 30 31 31 0 100.0%

8 鼓ヶ浦中 16 15 14 14 16 16 16 16 15 15 △ 1 93.8%

9 天栄中 14 13 13 13 14 14 13 13 11 11 △ 2 84.6%

10 鈴峰中 12 11 11 10 11 11 12 11 11 10 △ 2 83.3%

172 173 170 173 182 185 187 181 180 175 △ 12 93.6%

各年5月1日現在 ピーク

H28/H25

合計

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度　 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度
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（２）将来の人口動向 

①人口ビジョンによる将来人口動向 

本市の人口は，2015（平成 27）年国勢調査確報値で 196,403 人であり，2010（平成 22）

年の 199,293 人から 2,890 人減少している。 

「鈴鹿市人口ビジョン」（2016 年 3 月）では，合計特殊出生率と移動人口の設定により

複数のパターンで人口推計を行っており，すべてのケースにおいて，全国的な動向と同

様に，今後さらなる人口減少が進むと予測している。 

 

図表.人口の見通し 

 

 

 

  

資料出典：鈴鹿市人口ビジョン（2016 年 3 月） 
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②年少人口の動向 

鈴鹿市人口ビジョンによれば，小中学校の児童生徒数推計の基礎となる年少人口（15

歳未満人口）は，全てのシミュレーションケースにおいて減少すると推計している。2040

（平成 52）年と 2010（平成 22）年とを比較すると，推計ケースによって異なるが，71％

～97％まで減少すると推計している。 

 

図表.年齢 3区分別の人口推計 

 

  

資料出典：鈴鹿市人口ビジョン（2016 年 3 月） 
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（３）学校施設の状況 

①小学校 

小学校 30 校のうち，10 年以内に校舎の全面改築を実施した学校は，僅か 1校に留まっ

ている。また，そのほかの 29 校では，建築年度が最も新しい学校においても，築年数 20

年超が経過しているので，施設の老朽化対策が課題となっている。今後，残る 29 校の小

学校の施設について，建替えや大規模改修等の工事を中長期的かつ継続的に実施する必

要があり，多額の工事費が必要となる。 

 

図表.小学校の施設状況 

 

 

1 国府小学校 国府 直営 昭和52 39 5,718

2 庄野小学校 庄野 直営 昭和49 42 3,981

3 加佐登小学校 加佐登 直営 昭和46 45 4,811

4 明生小学校 牧田 直営 昭和58 33 4,593

5 牧田小学校 牧田 直営 昭和46 45 5,625

6 清和小学校 牧田 直営 昭和59 32 3,743

7 石薬師小学校 石薬師 直営 昭和48 43 4,948

8 旭が丘小学校　 白子 直営 平成18 10 11,652

9 鼓ヶ浦小学校 白子 直営 昭和54 37 4,982
10 白子小学校 白子 直営 昭和47 44 7,154

11 愛宕小学校 白子 直営 昭和51 40 5,330

12 稲生小学校 稲生 直営 昭和54 37 5,635

13 飯野小学校 飯野 直営 昭和51 40 5,922

14 河曲小学校 河曲 直営 昭和46 45 5,077

15 一ノ宮小学校 一ノ宮 直営 昭和44 47 5,813

16 長太小学校 一ノ宮 直営 昭和41 50 5,405

17 箕田小学校 箕田 直営 昭和55 36 3,659

18 玉垣小学校 玉垣 直営 昭和52 39 7,312

19 桜島小学校 玉垣 直営 昭和57 34 5,597

20 若松小学校 若松 直営 昭和49 42 4,564

21 神戸小学校 神戸 直営 昭和58 33 6,871

22 栄小学校 栄 直営 昭和59 32 3,609

23 郡山小学校 栄 直営 平成3 25 6,671

24 天名小学校 天名 直営 昭和41 50 2,270

25 合川小学校 合川 直営 昭和43 48 2,956

26 井田川小学校 井田川 直営 昭和54 37 2,664

27 椿小学校 椿 直営 昭和49 42 2,789

28 鈴西小学校 深伊沢 直営 昭和62 29 4,314

29 深伊沢小学校 鈴峰 直営 昭和46 45 3,542

30 庄内小学校 庄内 直営 昭和44 47 2,764

施設名 管理形態 建築年度
(最も古い建物）

築年数
総延床面積

(㎡）
　No 地区

築年数は平成 28 年度末時点 

総延床面積は，鈴鹿市公共施設マネジメント白書（平成 27 年 3 月）による 
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②中学校 

中学校 10 校のうち，10 年以内に校舎の全面改築を実施した学校は 2校あるが，そのほ

かの 8校では建築後，30 年以上が経過し，施設の老朽化対策が課題となっている。今後，

残る 8 校の中学校の施設について，建替えや大規模改修等の工事を中長期的かつ継続的

に実施する必要があり，多額の工事費が必要となる。 

 

図表.中学校の施設状況 

 

 

  

1 平田野中学校 国府 直営 平成26 2 10,928

2 白鳥中学校 加佐登 直営 昭和39 52 6,874

3 白子中学校 白子 直営 昭和36 55 8,624

4 鼓ヶ浦中学校 白子 直営 昭和53 38 6,698

5 創徳中学校 飯野 直営 昭和58 33 7,009

6 神戸中学校 河曲 直営 平成22 6 13,168

7 大木中学校 箕田 直営 昭和37 54 5,953

8 千代崎中学校 玉垣 直営 昭和38 53 6,260

9 天栄中学校 栄 直営 昭和46 45 5,837

10 鈴峰中学校 鈴峰 直営 昭和56 35 5,475

管理形態 建築年度
(最も古い建物）

築年数
総延床面積

(㎡）
　No 施設名 地区

 

 

築年数は平成 28 年度末時点 

総延床面積は，鈴鹿市公共施設マネジメント白書（平成 27 年 3 月）による 
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（３）課題の整理 

①児童生徒数の減少に対応した適正規模・適正配置 

本市では，小学校の児童数は平成 21 年度の 13,000 人，中学校の生徒数は平成 25 年度

の 6,200 人をピークに児童生徒数は減少している。 

市内の多くの学区では，新生児が少なく児童数の減少が進んでいるが，一方で，市街化

区域における開発の増加も加わって，児童生徒数が増加している学区もあり，地域的な

偏在が加速化することが予想される。 

このため，将来の児童生徒数の動向を見通して，小中学校の適正規模，適正配置を検討

する必要がある。 

 

②学校施設の取り扱いの検討 

本市の小中学校施設は，小学校 30 校のうち 29 校が建築後 20 年以上，中学校 10 校の

うち 8校が建築後 30 年以上を経過し，施設の老朽化対策が課題となっている。今後，施

設について，建替えや大規模改修等の工事を中長期的かつ継続的に実施する必要がある

が，将来的な児童生徒数の試算に基づく学校区の再編検討を踏まえ，老朽化に対応した

施設保全のための投資を総合的に勘案した上で，学校施設の基本的な取り扱いを検討す

る必要がある。 

 

③学校施設と他分野の施設との再編可能性の検討 

本市では，少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少による税収の減少等により，今後，ま

すます財政状況が厳しくなることが予想されているが，一方で市民ニーズの多様化によ

り，限られた財源の中で安定的な市民サービスの提供が求められている。 

このような状況に対応するため，本市が保有する公共施設を一元的に管理しマネジメ

ントすることによって，財政面での負担を軽減しながら，合理的な施設の維持更新を行

っていくための実施方針として，「鈴鹿市公共施設等総合管理計画」（平成 27 年 12 月）

を作成している。  

この計画では，実施方針の一つとして，施設の利用状況を勘案して，施設の複合化，統

合，廃止等について取り組んでいくこととしている。 

学校施設については，地域において重要な拠点的施設であることから，学校施設間の

統合のほかに，他分野の施設との連携による再編の可能性についても検討し，効果的な

公共施設マネジメントを実現していくことが必要である。 
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２ 児童生徒数の試算と課題等の整理             

小中学校について，平成 48 年（20 年先）までの児童生徒数の試算を行う。 

 

（１）試算のための条件設定 

① 試算の方法・手順 

１）試算の方法 

児童生徒数の試算は，出生率や移動率，生残率，開発人口などについて個別に設定可能

な「コーホート要因法」を用いて 5 歳階級別の推計を行い，別途，「コーホート変化率法」

を用いて１歳階級別に試算を行った結果を加味して，1 歳階級別の児童生徒数の試算を

行う。 

２）基本条件 

試算のベースとなる人口は，直近の移動率や出生率が反映できるように，住民基本台

帳を利用し，試算を行う基準日は 3 月末時点とする。 

出生率や移動率，生残率，開発人口などの仮定値について，将来予測値の変動も加味し

て，高位，中位，低位の 3パターン（P18 参照）の推計を行う。 

試算のベースとなる単位は，地区市民センター区分を基本単位として試算を行い，こ

れを小学校区単位，中学校区単位に組み替えることで，小学校，中学校別の児童生徒数の

試算を行う。 

３）推計期間 

推計期間は 20 年（平成 29 年度～平成 48 年度）として，各年の推計値を示す。 
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② コーホート要因法に係る条件設定 

今回の試算では，まず，5 歳階級別の人口推計を行うためにコーホート要因法を用いた。 

コーホート要因法は，人口推計手法の一つで，年齢階層それぞれの人口動態をもとに

将来を予測する方法であり，人口動態に係る条件として，「①出生率」，「②生残率」，「③

移動率」，「④出生性比」をそれぞれ以下のとおり設定した。 

なお，上記の設定に当たっては，平成 27 年度に策定された「鈴鹿市まち・ひと・しご

と創生総合戦略（人口ビジョン）」において，国（国立社会保障・人口問題研究所）の推

計値を基本として推計を行った際の条件設定を参考にした。 

１）出生率 

出生率とは，15～49 歳の 5 歳階級別の各年齢階層の女性が，将来 5 年間に子どもを

出産する割合であり，今回の推計では，「鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略（人口

ビジョン）」における，国（国立社会保障・人口問題研究所）推計による設定値を基本（低

位推計）として，出生率向上施策を講じた場合の設定値（中位）も想定した。 

図表.出生率の設定 

設定区分 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

基本値（低位） 1.57 1.54 1.51 1.51 1.51 1.51 

出生率向上（中位） 1.54 1.60 1.70 1.80 1.95 2.10 

２）生残率 

生残率とは，ある年齢Ｘ歳の人口が，5 年後に（Ｘ＋5）歳になるまでに生き残る確率

であり，今回の推計では，「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」（国立社

会保障・人口問題研究所）による年齢 5 歳階級別生残率を採用した。ただし，平成 25 年

3 月推計から出生⇒0-4 才の生残率が設定されていないことから，出生⇒0-4 才の生残率

は，前回推計（平成 18 年 3 月推計）のものを採用した。 

３）移動率 

移動率とは，ある地域の転入超過人口が地域人口に占める割合であり，今回の推計で

は，住民基本台帳の平成 23 年 3 月末現在，平成 28 年 3 月末現在の人口及び生残率から

算出される各年齢階層別自然増減人口から算出した移動率を基本とした。 

４）出生性比 

出生性比とは，出生人口における男女比であり，今回の推計では，「三重県衛生統計年

報」による出生数の平成 21 年から平成 25 年までの実績値の平均値をもとに出生性比を

算出した（出生性比：男性 0.51，女性 0.49）。 
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図表．児童生徒数の試算フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

移動率（男女別５歳階級別） 

0～4 歳人口 

（男女別） 
ｔ年から５年後の５歳以上人口（男女別５歳階級別） 

ｔ年から５年後の 15～49 歳女性人口 

出生率 

（女性年齢５歳階級別） 

出生性比 

生残率（男女別５歳階級別） 

〔ｔ年〕の人口（男女別５歳階級別） ※住民基本台帳人口（H28.3.31） 

開発人口（影響を考慮） 

〔ｔ＋５年〕の人口（男女別５歳階級別） 

鈴
鹿
市

・
地
区
セ
ン
タ
ー
単
位 

〔ｔ＋５年〕の人口（男女別１歳階級別） 

小学生対応年齢（６～11 歳），中学生対応年齢（12～14 歳）人口 

１歳階級別変化率 

（H24～28 の１歳階級別平均変化率） 

５歳階級別に 

各歳構成割合を反映 

地区・学区の人口配分変換率 

（小学生・中学生対応年齢別） 

〔ｔ＋５年〕の人口（男女別１歳階級別） 

小学生対応年齢（６～11 歳），中学生対応年齢（12～14 歳） 

鈴
鹿
市

・
小
中
学
校
区
単
位 特別支援学級児童・生徒割合 

自治会単位で地区別の

学区構成割合を反映 

学区外通学の児童・生徒割合 

小学校卒業生の 

市立中学への進学率 

〔ｔ＋５年〕の児童・生徒数（男女別１歳階級別） 

小学生対応年齢（６～11 歳），中学生対応年齢（12～14 歳） 
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③ その他の児童生徒数試算に係る条件設定 

１）推計単位（地区市民センター区分と学校区の対応関係） 

本試算では，地区市民センター区分を基本単位として試算を行い，これを小学校区単

位，中学校区単位に組み替えることで，小学校，中学校別の児童生徒数の試算を行う。 

平成 28 年 3 月末現在の子ども人口（小学生対応年齢６～11 歳，中学生対応年齢 12～

14 歳の人口）の実績値をもとに，地区市民センター区分と小学校区，中学校区の人口配

分を下表のとおり設定する。 

 

図表．地区市民センター区分と小学校区の人口配分表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表．地区市民センター区分と中学校区の人口配分表 

 

 

 

 

 

  

小学生人口のみ 国府 庄野 加佐登 牧田 石薬師 白子 稲生 飯野 河曲 一ノ宮 箕田 玉垣 若松 神戸 栄 天名 合川 井田川 久間田 椿 深伊沢 鈴峰 庄内 総計

国府小学校 371 371

庄野小学校 330 330
加佐登小学校 312 30 342

牧田小学校 395 395

清和小学校 178 120 298
石薬師小学校 346 4 350

白子小学校 477 477

桜島小学校 89 662 751
旭が丘小学校 919 919

鼓ケ浦小学校 99 66 165

愛宕小学校 266 70 143 479
稲生小学校 3 755 758

飯野小学校 94 384 157 635

明生小学校 170 127 297
河曲小学校 606 606

一ノ宮小学校 534 534

長太小学校 418 418
箕田小学校 310 310

玉垣小学校 127 642 769

若松小学校 18 344 362
神戸小学校 282 27 318 627

栄小学校 210 210

郡山小学校 284 284

天名小学校 96 96
合川小学校 66 66

井田川小学校 161 161

鈴西小学校 50 108 96 254
椿小学校 85 53 138

深伊沢小学校 153 153

庄内小学校 89 89
総計 541 330 312 794 396 1,764 844 913 606 952 310 1,576 487 318 560 96 66 161 112 85 126 206 89 11,644

中学生人口のみ 国府 庄野 加佐登 牧田 石薬師 白子 稲生 飯野 河曲 一ノ宮 箕田 玉垣 若松 神戸 栄 天名 合川 井田川 久間田 椿 深伊沢 鈴峰 庄内 総計

平田野中学校 256 142 75 473
創徳中学校 351 306 83 740
白鳥中学校 28 226 216 66 8 14 558
神戸中学校 166 315 322 13 179 995

大木中学校 225 186 82 493
千代崎中学校 64 398 187 649
白子中学校 534 393 323 1,250
鼓ケ浦中学校 474 37 511

天栄中学校 298 46 33 377
鈴峰中学校 48 38 45 118 53 302
総計 256 170 226 426 216 1,008 393 536 315 547 186 817 269 179 335 46 33 66 56 38 59 118 53 6,348
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２）開発人口の特例加算 

開発許可申請資料をもとに近年の開発許可件数・区画数を整理すると以下のとおりであ

る。平成 22 年度以降，鈴鹿市全体では 118 件，1,751 区画の許可申請があり，地区別では，

白子，飯野，玉垣地区等において大規模な開発が行われており，将来推計に影響があると

見込まれる。ただし，今回の推計では，平成 28 年及び 23 年を基礎人口として推計を行う

が，平成 25 年度の大規模開発による住宅供給の進捗はおおむね半数程度であり，今後も一

定期間は同様の傾向が続くことも見込まれること，また，大規模開発においては学区内移

動が多くを占めることから，開発人口の特例加算は採用せずに推計を行うこととする。 

図表．地区市民センター区分別の開発件数と開発区画数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出典：鈴鹿市開発許可申請資料（共同住宅は戸数を区画数とした）  

Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 合計

件数 1 1 2

区画数 9 4 13

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 1 2 2 1 2 1 9

区画数 19 17 36 7 15 21 115

件数 0

区画数 0

件数 2 4 4 6 1 2 1 20

区画数 14 27 24 425 8 13 9 520

件数 3 1 3 3 3 2 1 16

区画数 29 10 18 43 31 20 6 157

件数 3 2 6 1 2 14

区画数 26 13 233 10 16 298

件数 1 3 2 2 2 1 1 12

区画数 7 31 8 24 17 6 9 102

件数 1 3 2 1 7

区画数 14 27 36 20 97

件数 1 1

区画数 10 10

件数 1 3 4 9 7 2 2 28

区画数 10 50 32 104 81 63 21 361

件数 2 2

区画数 20 20

件数 1 1 2

区画数 10 8 18

件数 1 1 1 1 4

区画数 9 6 6 12 33

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 1 1

区画数 7 7

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 0

区画数 0

件数 16 16 21 30 15 11 9 118

区画数 153 160 164 878 157 137 102 1751
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３）普通学級の児童生徒数 

平成 28 年 5 月 1日現在の学校別全児童生徒数のうち，普通学級の児童生徒数の占める割

合は以下のとおりである。 

今回の推計では，学校別に推計した小学生対応年齢（6～11 歳），中学生対応年齢（12～

14 歳）の人口に，この割合を乗じて児童生徒数の試算を行う。 

 

図表．普通学級の児童数割合（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表．普通学級の生徒数割合（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出典：鈴鹿市園児数・児童数・生徒数報告書（平成 28 年 4月 10 日現在） 
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４）学区外通学の児童生徒数 

平成 25 年度から平成 27 年度における学校別の学区外等許可件数をもとに，実績人口に

対する学区外通学による児童生徒数の増減割合を算出すると，以下のとおりとなった。 

今回の推計では，学校別に推計した小学生対応年齢（6～11 歳），中学生対応年齢（12～

14 歳）の人口に，この割合を乗じて児童生徒数の試算を行う。 

 

図表．学区外通学による児童数の増減割合（小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の数字は，学区外通学による児童数の増加＞100.0％ 

             〃      減少＜100.0％ 

図表．学区外通学による生徒数の増減割合（中学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の数字は，学区外通学による生徒数の増加＞100.0％ 

             〃      減少＜100.0％ 

 

資料出典：鈴鹿市学区外等許可件数資料（平成 25～27 年度）  
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５）市立中学校への進学率 

教育委員会資料をもとに小学校卒業者の進路状況をみると，平成 27 年 3 月，平成 28 年

3月卒業者（市外転出者を除く）の鈴鹿市立中学校への平均進学率は，鈴鹿市全体では94.1％

である。 

今回の推計では，中学校別に推計した中学生対応年齢（12～14 歳）の人口に，中学校別

の鈴鹿市立中学校への進学率を乗じて生徒数の試算を行う。 

図表．小学校卒業者の進路状況内訳 

 
鈴鹿市立 

中学校 

私立 

中学校等 

市外 

転出者 
卒業者数 

卒業者数 
（市外転出者

を除く） 

鈴鹿市立

中学への

進学率 

平成 27 年 3 月 

卒業者 
1,962 121 28 2,111 2,083 94.2％ 

平成 28 年 3 月 

卒業者 
1,909 121 17 2,047 2,030 94.0％ 

     平均 94.1％ 

資料出典：鈴鹿市小学校進学状況調査表（平成 26・27 年度） 

 

④ 推計パターンの設定 

本推計では，出生率の向上施策を講じた場合を考慮するなど，以下の 3 つのパターン

を設定して児童生徒数の試算を行う。 

図表.推計パターンの設定 

設定区分 採用する基本人口，出生率や移動率設定の考え方 

基本推計 

（低位） 

基本人口 住民基本台帳による平成 23 年及び平成 28 年 3 月末時点の人口 

出生率 国（国立社会保障・人口問題研究所）推計による設定値 

移動率 基本人口及び生残率から算出する移動率 

補正推計 

（中位） 

基本人口 基本推計と同じ 

出生率 高位推計と同じ（人口ビジョン推計によるパターン 3） 

移動率 基本人口及び生残率から算出する移動率 

人口ビジョン 

パターン 3 

（高位） 

基本人口 国勢調査による平成 17 年及び平成 22 年 10 月時点の人口 

出生率 平成 42 年に 1.8，平成 52 年に 2.1 になると仮定した設定値 

移動率 基本人口及び生残率から算出する移動率 
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（２）児童生徒数の試算結果 

【総人口】 

鈴鹿市の総人口は，平成 28 年（2016 年）の約 20.0 万人から，平成 52 年（2040 年）

には，低位で約 17.2 万人，中位で約 17.9 万人，高位で約 19.6 万人になると見込まれる。 

地区センター別の推計人口（低位推計）は，下表のとおりである。 

図表．総人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表．地区センター別の総人口の将来推計（低位推計） 

低位推計 2011 2016 2020 2025 2030 2035 2040 
国府  12,269 12,141 11,995 11,712 11,320 10,819 10,230 
庄野  4,797 4,777 4,733 4,662 4,583 4,483 4,355 
加佐登 5,614 5,403 5,199 4,940 4,685 4,415 4,117 
牧田 15,142 14,837 14,472 13,937 13,308 12,593 11,836 
石薬師 6,707 6,447 6,222 5,901 5,529 5,122 4,691 
白子 31,570 31,288 30,761 29,904 28,878 27,700 26,394 
稲生 11,273 11,962 12,396 12,891 13,375 13,832 14,212 
飯野 14,357 14,740 14,934 15,220 15,417 15,412 15,206 
河曲 10,391 10,319 10,180 9,946 9,660 9,313 8,920 
一ノ宮 15,342 15,064 14,761 14,334 13,847 13,268 12,594 
箕田 5,255 5,067 4,904 4,683 4,451 4,201 3,927 
玉垣 26,308 26,781 26,768 26,594 26,240 25,719 25,003 
若松 7,952 7,398 6,998 6,480 5,946 5,397 4,861 
神戸 5,288 5,210 5,098 4,929 4,760 4,590 4,403 
栄 12,397 11,721 11,215 10,524 9,771 8,960 8,081 
天名 1,699 1,615 1,550 1,458 1,355 1,250 1,148 
合川 1,785 1,680 1,595 1,478 1,360 1,241 1,119 
井田川 2,017 2,157 2,253 2,354 2,451 2,566 2,719 
久間田 2,213 2,158 2,102 2,015 1,920 1,809 1,690 
椿 1,780 1,673 1,587 1,478 1,366 1,251 1,132 
深伊沢 2,170 2,073 2,011 1,927 1,842 1,741 1,638 
鈴峰 3,674 3,549 3,421 3,244 3,062 2,867 2,659 
庄内 2,412 2,217 2,062 1,877 1,689 1,495 1,299 

鈴鹿市 202,412 200,277 197,216 192,490 186,816 180,043 172,233 
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【児童数（小学生）】 

鈴鹿市の児童数は，平成 28 年（2016 年）の 11,656 人から，平成 48 年（2036 年）に

は，低位推計では約 8,300 人，中位推計では約 9,800 人，高位推計では約 10,400 人にな

ると見込まれる。 

図表．児童数（小学生に該当する 6～11 歳人口）の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生徒数（中学生）】 

鈴鹿市の生徒数は，平成 28 年（2016 年）の 6,351 人から，平成 48 年（2036 年）には，

低位推計では約 4,100 人，中位推計では約 4,600 人，高位推計では約 5,100 人になると

見込まれる。 

図表．生徒数（中学生に該当する 12～14 歳人口）の将来推計 
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（３）児童生徒数の試算結果からみた課題整理 

①児童数（小学生）の見込み 

児童数（小学生に該当する 6～11 歳人口）は，平成 28 年（2016 年）には 11,656 人と

なっているが，少子化の流れに伴い，今後は減少が進むものと見込まれる。 

出生や社会移動が現状の見込みのまま推移すると仮定した低位推計では，一貫して減

少が続き，平成 48 年（2036 年）には約 8,300 人となり，現状より約 3,300 人（29％減）あ

まりも少なくなる見込みである。 

政策誘導により出生や社会移動が改善されると想定した場合の中位推計，高位推計で

は，期間内で政策誘導の効果が出始めることで減少が抑制される，あるいは増加傾向へ

の転換が図られることも期待されるが，平成 48 年（2036 年）には約 9,800 人～10,400 人

となり，現状より 1,300～1,900 人程度（11～16％減）は少なくなる見込みである。 

児童数は，今後 20 年間では減少が続き，政策誘導による効果を大きく見た場合（中位・

高位推計）においても，現状を下回る水準にしか減少抑制が図られないことから，児童数

の減少を見据えた上で，小学校の適正配置・適正規模を検討することが必要となる。 

 

②生徒数（中学生）の見込み 

生徒数（中学生に該当する 12～14 歳人口）は，平成 28 年（2016 年）には 6,351 人と

なっているが，少子化の流れに伴い，全体的な傾向としては今後は減少が進むものと見

込まれる。 

出生や社会移動が現状の見込みのまま推移すると仮定した低位推計では，平成 48 年

（2036 年）には約 4,100 人となり，現状より 2,300 人（35％減）あまりも少なくなる見

込みである。 

政策誘導により出生や社会移動が改善されると想定した場合の中位推計，高位推計で

は，政策誘導の効果により減少が抑制されるものの，平成 48 年（2036 年）には約 4,600

人～5,100 人となり，現状より 1,300～1,800 人程度（20～28％減）は少なくなる見込み

である。 

生徒数は，今後 20 年間では減少が続き，政策誘導による効果を大きく見た場合（中位・

高位推計）においても，現状より 20％程度は減少が進むものと見込まれることから，生

徒数の減少を見据えた上で，中学校の適正配置・適正規模を検討することが必要となる。 
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３ 教室数の試算                 

各学校の児童生徒数の試算結果に基づく学級数と，現在の学級数との比較を行うこと

によって，将来的に必要な教室数の試算を行う。教室数は，普通教室に空きが発生した場

合，特別支援，国際，少人数指導学級などに柔軟に活用している現状を踏まえ，本検討で

は，現在の学級数（普通学級）との比較により教室数の試算を行うものとする。 

 

（１）学級編制の設定 

児童生徒数の推計から学級数を算定するにあたっては，以下の学級編制をもとに検討

する。 

図表. 学級編制 

校種 学年 標準学級編制※ みえ少人数学級編制 過密解消学級編制 

小 
１年 35 人 35 人以下 30 人以下 

２年 40 人 35 人以下 30 人以下 

中 １年 40 人 35 人以下 35 人以下 

小・中 
他の 

全学年 
40 人 

40 人以下 35 人以下 

 

※学校教育法による 

   

図表. 複式学級とする基準 

校種 複式学級編制 

小 
連続する学年の人数の合計が 16 人以下（ただし，第 1 学年の児童を含む

学級にあっては 8人） 

中 連続する学年の人数の合計が 8人以下 

 

（２）普通学級数と教室数の試算 

①小学校 

平成 28 年度の旭が丘小学校を例にとると，4月 10 日現在の児童数一覧表では，普通学

級児童は 885 人在籍し 30 学級の編制となっている。885 人の児童の場合，標準学級編制・

みえ少人数学級編制により 26 学級，過密解消学級編制により 30 学級となる。 

教室数の試算を行う際に，標準学級編成・みえ少人数学級編制・過密解消学級編制の考

え方があるが，最大限の学級編制を考慮し，普通学級の過密解消学級編制で検討を行う。 

先程の旭が丘小学校を例にとると，当調査推計では平成 38 年度の普通学級児童は低位

推計 623 人，高位推計 717 人。平成 48 年度の普通学級児童は低位推計 546 人，高位推計

692 人。このことから，同校の普通学級の過密解消学級編制では，平成 38 年度が低位推
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計 22 学級，高位推計 24 学級。平成 48 年度が低位推計 20 学級，高位推計 24 学級とな

る。 

上述のとおり，旭が丘小学校では平成 28 年度の普通学級は 30 学級（過密解消学級編

制）であるが，平成 38 年度には 22～24 学級となり，比較すると 6～8 学級少なくなり，

教室の部屋数を同じ条件とした場合は，空き教室が発生することを意味する。 

Ｐ24～Ｐ25 の図表は，各校の平成 48 年度までの普通学級数の試算，及び現在の学級数

との比較により正の数は空き教室数を示し，負の数は普通教室の他用途での使用の見直

し等が必要とされる教室数を示す。 

児童数が高位推計の場合，国府小，明生小が平成 48 年まで負の数が継続すると推計さ

れ，そのほかの学校では短期的に負の数が見られる学校があるが，将来的には，多くの学

校で空き教室が発生すると推計される。 

 

②中学校 

平成 28 年度の白子中学校を例にとると，4月 10 日現在の生徒数一覧表では，普通学級

生徒は 1,086 人在籍し 31 学級の編制となっている。1,086 人の生徒の場合，標準学級編

制により 29 学級，みえ少人数学級編制により 30 学級，過密解消学級編制により 32 学級

となる。 

教室数の試算を行う際に，標準学級編成・みえ少人数学級編制・過密解消学級編制の考

え方があるが，最大限の学級編制を考慮し，普通学級の過密解消学級編制で検討を行う。 

先程の白子中学校を例にとると，当調査推計では平成 38 年度の普通学級生徒は低位推

計 921 人，高位推計 1,017 人。平成 48 年度の普通学級生徒は低位推計 715 人，高位推計

884 人。このことから，同校の普通学級の過密解消学級編制では，平成 38 年度が低位推

計 27 学級，高位推計 30 学級。平成 48 年度が低位推計 21 学級，高位推計 27 学級とな

る。 

上述のとおり，白子中学校では平成 28 年度の普通学級は 31 学級であるが，平成 38 年

度には 27～30 学級となり，比較すると 1～4 学級少なくなり，教室の部屋数を同じ条件

とした場合は，空き教室が発生することを意味する。 

Ｐ24～Ｐ25 の図表は，各校の平成 48 年度までの普通学級数の試算，及び現在の学級数

との比較により正の数は空き教室数を示し，負の数は普通教室の他用途での使用の見直

し等が必要とされる教室数を示す。 

生徒数が高位推計の場合，平田野中で平成 38 年以降平成 48 年まで負の数が継続する

と推計されるが，そのほかの学校では，短期的に負の数が見られる学校があるが，多くの

学校で空き教室が発生すると推計される。 

  

※Ｐ24，25 の図表中， 

小規模特認校制度：特色ある教育活動を行う小規模な学校において，市内全域を通学区域と

して認める制度 

（通学区域の）弾力化制度：大規模校対策として，特定の地域に在住する児童生徒について，

一定の条件のもと，指定校以外の隣接する学校への就学を認める

制度 
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図表. 小中学校普通学級数の試算 

 

  

 

  

表中の数字は，過密解消学級編制によるも

ので，左は高位推計，右は低位推計。 
【小学校学級数】

Ｈ28学級数

(実学級数）

H28学級数

(過密解消に

よる学級数）

【参考】※

1 国府小 14 - 16 ～ 13 16 ～ 14 18 ～ 14 18 ～ 14

2 庄野小 12 - 12 ～ 12 12 ～ 11 12 ～ 10 12 ～ 12

3 加佐登小 13 - 11 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 12 12 ～ 12

4 牧田小 15 16 14 ～ 13 13 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

5 清和小 12 - 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

6 石薬師小 13 - 12 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 8

7 白子小 16 17 17 ～ 17 18 ～ 14 14 ～ 12 16 ～ 12

8 桜島小 25 - 29 ～ 28 25 ～ 22 24 ～ 20 26 ～ 20

9 旭が丘小　 30 - 26 ～ 23 24 ～ 22 24 ～ 20 24 ～ 20

10 鼓ヶ浦小 7 - 7 ～ 6 8 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

11 愛宕小 17 - 14 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

12 稲生小 25 - 27 ～ 25 24 ～ 21 24 ～ 20 26 ～ 20

13 飯野小 22 - 20 ～ 20 18 ～ 18 19 ～ 15 20 ～ 17

14 明生小 11 - 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

15 河曲小 18 17 19 ～ 17 18 ～ 17 18 ～ 14 18 ～ 14

16 一ノ宮小 18 - 16 ～ 16 17 ～ 14 16 ～ 14 18 ～ 13

17 長太小 15 - 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

18 箕田小 12 - 10 ～ 10 9 ～ 6 8 ～ 6 12 ～ 6

19 玉垣小 25 - 25 ～ 23 22 ～ 19 20 ～ 18 20 ～ 18

20 若松小 12 - 12 ～ 12 11 ～ 10 12 ～ 12 12 ～ 8

21 神戸小 21 22 21 ～ 20 18 ～ 18 18 ～ 16 20 ～ 18

22 栄　小 8 - 7 ～ 7 7 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

23 郡山小 11 - 10 ～ 7 10 ～ 10 12 ～ 6 6 ～ 6

24 天名小 6 - 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 5

25 合川小 6 - 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

26 井田川小 6 - 9 ～ 6 7 ～ 6 6 ～ 6 8 ～ 6

27 鈴西小 11 - 10 ～ 10 10 ～ 8 9 ～ 6 9 ～ 6

28 椿　小 6 - 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

29 深伊沢小 7 - 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

30 庄内小 6 - 6 ～ 5 6 ～ 5 4 ～ 4 4 ～ 3

計 420 422 410 ～ 384 389 ～ 353 378 ～ 332 389 ～ 328

【中学校学級数】

Ｈ28学級数

(実学級数）

H28学級数

(過密解消に

よる学級数）

【参考】※

1 平田野中 13 15 13 ～ 13 15 ～ 12 14 ～ 12 15 ～ 12

2 創徳中 19 21 20 ～ 18 19 ～ 18 18 ～ 15 18 ～ 15

3 白鳥中 16 - 16 ～ 15 14 ～ 11 13 ～ 12 12 ～ 12

4 神戸中 27 - 26 ～ 25 24 ～ 22 23 ～ 19 24 ～ 18

5 大木中 15 - 12 ～ 12 11 ～ 9 10 ～ 9 9 ～ 9

6 千代崎中 18 - 18 ～ 18 18 ～ 15 15 ～ 12 15 ～ 12

7 白子中 31 32 31 ～ 31 30 ～ 27 27 ～ 23 27 ～ 21

8 鼓ヶ浦中 15 - 12 ～ 12 12 ～ 10 12 ～ 9 12 ～ 9

9 天栄中 11 - 13 ～ 13 10 ～ 9 12 ～ 10 10 ～ 9

10 鈴峰中 10 - 9 ～ 9 8 ～ 7 9 ～ 6 6 ～ 6

計 175 180 170 ～ 166 161 ～ 140 153 ～ 127 148 ～ 123

【小規模特認・弾力化制度なしの場合】

　　　　●小規模特認校制度なしの場合

25 合川小学校 6 - 5 ～ 5 6 ～ 5 6 ～ 6 6 ～ 4

9 天栄中学校 11 - 12 ～ 12 10 ～ 9 12 ～ 10 10 ～ 9

　　　　●弾力化制度なしの場合

7 白子中学校 31 33 34 ～ 34 33 ～ 31 30 ～ 26 30 ～ 24

9 天栄中学校 11 - 9 ～ 8 6 ～ 6 9 ～ 8 7 ～ 6

　　　　●小規模特認校制度・弾力化制度なしの場合

9 天栄中学校 11 - 8 ～ 8 6 ～ 6 9 ～ 7 6 ～ 6

※

H48H43H38H33

H43

過密解消学級編制によるH28学級数が実学級数と同じ場合に�、「－」で示している。

H33 H38 H48
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図表. 小中学校普通学級数の現行学級数との比較 

 

  

 

  

表中の数字は，現行Ｈ28 年の学級数か

ら各年の学級数を引いた値。左は高位

推計，右は低位推計。 

【小学校　　H28学級数（実学級数）　-　各年の学級数】　

Ｈ28学級数

（実学級数）

1 国府小 14 -2 ～ 1 -2 ～ 0 -4 ～ 0 -4 ～ 0

2 庄野小 12 0 ～ 0 0 ～ 1 0 ～ 2 0 ～ 0

3 加佐登小 13 2 ～ 2 1 ～ 2 1 ～ 1 1 ～ 1

4 牧田小 15 1 ～ 2 2 ～ 3 3 ～ 3 3 ～ 3

5 清和小 12 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0

6 石薬師小 13 1 ～ 2 1 ～ 2 1 ～ 2 1 ～ 5

7 白子小 16 -1 ～ -1 -2 ～ 2 2 ～ 4 0 ～ 4

8 桜島小 25 -4 ～ -3 0 ～ 3 1 ～ 5 -1 ～ 5

9 旭が丘小　 30 4 ～ 7 6 ～ 8 6 ～ 10 6 ～ 10

10 鼓ヶ浦小 7 0 ～ 1 -1 ～ 1 1 ～ 1 1 ～ 1

11 愛宕小 17 3 ～ 5 5 ～ 5 5 ～ 5 5 ～ 5

12 稲生小 25 -2 ～ 0 1 ～ 4 1 ～ 5 -1 ～ 5

13 飯野小 22 2 ～ 2 4 ～ 4 3 ～ 7 2 ～ 5

14 明生小 11 -1 ～ -1 -1 ～ -1 -1 ～ -1 -1 ～ -1

15 河曲小 18 -1 ～ 1 0 ～ 1 0 ～ 4 0 ～ 4

16 一ノ宮小 18 2 ～ 2 1 ～ 4 2 ～ 4 0 ～ 5

17 長太小 15 3 ～ 3 3 ～ 3 3 ～ 3 3 ～ 3

18 箕田小 12 2 ～ 2 3 ～ 6 4 ～ 6 0 ～ 6

19 玉垣小 25 0 ～ 2 3 ～ 6 5 ～ 7 5 ～ 7

20 若松小 12 0 ～ 0 1 ～ 2 0 ～ 0 0 ～ 4

21 神戸小 21 0 ～ 1 3 ～ 3 3 ～ 5 1 ～ 3

22 栄　小 8 1 ～ 1 1 ～ 2 2 ～ 2 2 ～ 2

23 郡山小 11 1 ～ 4 1 ～ 1 -1 ～ 5 5 ～ 5

24 天名小 6 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 1

25 合川小 6 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0

26 井田川小 6 -3 ～ 0 -1 ～ 0 0 ～ 0 -2 ～ 0

27 鈴西小 11 1 ～ 1 1 ～ 3 2 ～ 5 2 ～ 5

28 椿　小 6 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0 0 ～ 0

29 深伊沢小 7 1 ～ 1 1 ～ 1 1 ～ 1 1 ～ 1

30 庄内小 6 0 ～ 1 0 ～ 1 2 ～ 2 2 ～ 3

計 420 10 ～ 36 31 ～ 67 42 ～ 88 31 ～ 92

【中学校　　H28学級数（実学級数）　-　各年の学級数】　　

Ｈ28学級数

（実学級数）

1 平田野中 13 0 ～ 0 -2 ～ 1 -1 ～ 1 -2 ～ 1

2 創徳中 19 -1 ～ 1 0 ～ 1 1 ～ 4 1 ～ 4

3 白鳥中 16 0 ～ 1 2 ～ 5 3 ～ 4 4 ～ 4

4 神戸中 27 1 ～ 2 3 ～ 5 4 ～ 8 3 ～ 9

5 大木中 15 3 ～ 3 4 ～ 6 5 ～ 6 6 ～ 6

6 千代崎中 18 0 ～ 0 0 ～ 3 3 ～ 6 3 ～ 6

7 白子中 31 0 ～ 0 1 ～ 4 4 ～ 8 4 ～ 10

8 鼓ヶ浦中 15 3 ～ 3 3 ～ 5 3 ～ 6 3 ～ 6

9 天栄中 11 -2 ～ -2 1 ～ 2 -1 ～ 1 1 ～ 2

10 鈴峰中 10 1 ～ 1 2 ～ 3 1 ～ 4 4 ～ 4

計 175 5 ～ 9 14 ～ 35 22 ～ 48 27 ～ 52

【小規模特認・弾力化なしの場合】　

　　　　●小規模特認校制度なしの場合

25 合川小学校 6 1 ～ 1 0 ～ 1 0 ～ 0 0 ～ 2

9 天栄中学校 11 -1 ～ -1 1 ～ 2 -1 ～ 1 1 ～ 2

　　　　●弾力化制度なしの場合

7 白子中学校 31 -3 ～ -3 -2 ～ 0 1 ～ 5 1 ～ 7

9 天栄中学校 11 2 ～ 3 5 ～ 5 2 ～ 3 4 ～ 5

　　　　●小規模特認校制度・弾力化制度なしの場合

9 天栄中学校 11 3 ～ 3 5 ～ 5 2 ～ 4 5 ～ 5

H48

H48

H43

H43

H38

H38H33

H33
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４ 将来的に適正規模の学校                

子どもたちに，よりよい学習環境やよりよい人間関係づくりの機会を提供する観点か

ら総合的に判断して，鈴鹿市としての適正な学校規模を設定し，将来的に鈴鹿市として

の適正な学校規模として考えられる学校を分類するとともに，適正規模でない学校につ

いて問題・課題を整理する。 

 

（１）国・県における適正規模の考え方 

学校教育法施行規則及び文部科学省による「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置

等に関する手引き」に記載されているように，望ましい学校規模は小中学校ともに，「12

学級以上 18 学級以下を標準とする。ただし，地域の実態その他により特別の事情のある

ときは，この限りでない。」と規定している。 

また，「法令上標準が定められている学級数に加え，１学級当たりの児童生徒数や学校

全体の児童生徒数，それらの将来推計などの観点もあわせて総合的な検討を行うことが

求められる。」としている。 

 

（２）本市における学校規模設定の考え方 

鈴鹿市では，市街地から中山間地までの広域に小中学校が配置されており，教育的な

観点に加えて，地域コミュニティの核としての学校の役割が重要であり，小中学校が多

様な役割を担うことにも留意する必要がある。 

 

「公立小学校・中学校に適正規模・適正配置等に関する手引き」（平成 27 年 1 月 27 日，

文部科学省）によれば，次のように規定されている。 

〇教育的な観点 

  単に教科等の知識や技能等を習得するだけではなく，児童生徒が集団の中で，多

様な考えに触れ，認め合い，協力しあい，切磋琢磨することを通じて思考力や表現

力，判断力，問題解決能力などを育み，社会性や規範意識を身に付けることが重要に

なる。そのような教育を十分に行うためには，一定の規模の児童生徒集団が確保され

ていることや，経験年数，専門性，男女比等についてバランスのとれた教職員集団が

配置されていることが望ましい。このようなことから，一定の学校規模を確保するこ

とが重要となる。 

〇地域コミュニティの核としての性格への配慮 

  小中学校は児童生徒の教育のための施設であるだけでなく，各地域のコミュニテ

ィの核としての性格を有しており，防災，保育，地域の交流の場等，様々な機能を併

せ持っている。また，学校教育は地域の未来の担い手である子供たちを育む営みでも

あり，まちづくりの在り方と密接不可分であるという性格も持っている。 
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このような観点から，本市の適正な学校規模（普通学級数）を次のように設定する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

①上限の考え方 

学校教育法施行規則及び国の手引きから12学級以上18学級以下を標準としているが，

義務教育諸学校等の施設の国庫負担等に関する法律施行令では，5 学級以下の学校と 12

学級から 18 学級までの学校とを統合する場合においては，24 学級までを適正な学級規

模として国庫補助を行うことになっている。 

このため，適正な規模を 24 学級までとする。すなわち，19 学級から 24 学級について

は，標準に対して許容範囲と考える。 

 

②下限の考え方 

小学校では，11 学級以下の場合には単学級となる学年が存在し，クラス替えができな

い学年ができる。単学級では，新たな出会いや多様な考え方に接する機会が少なくなり，

人間関係が固定化され，お互いに切磋琢磨しにくい状況が発生する。このため，小学校で

は 12 学級以上が望ましいと考える。しかしながら，学校の地域におけるコミュニティ形

成の役割を考慮し，小学校では 6～11 学級も当面の間，認めるものとする。 

中学校においては，小学校よりもさらに多様な人間関係の構築が望まれ，教科担任制

が適正に機能するとともに，部活動等の確保の面なども考慮する必要がある。国の指針

では 12 学級以上が望ましいと示されているが，鈴鹿市では，全学年が 3学級で計 9学級

になった場合でもクラス替えが可能であり，教科指導等にも大きな支障がないと考えら

れる。このため，中学校では 9 学級以上が望ましいと考える。 

 

  

【小学校の学級数】 

12 学級から 24 学級（１学年 2～4 学級）が望ましいが，6～11 学級も当面の

間は認める。 

ただし，全校児童数が 100 人未満の 6学級の学校は除く。 

【中学校の学級数】 

9 学級から 24 学級まで（1学年 3～8 学級）とする。 
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（３）適正な学校規模と考えられる学校 

①学校の分類についての基本的な考え方 

適正な学校規模と考えられる学校は，学校規模，学級編制の観点から，次の条件によ

り分類する。 

 

１）検討時期 

計画期間を平成 29 年からの 20 年間（平成 48 年まで）とし，中間年として，5年

後（平成 33 年度），10 年後（平成 38 年度），15 年後（平成 43 年度）及び 20 年後

（平成 48 年度）の学級数，全校児童数をもとに検討する。 

２）学校規模・学級編制 

学校規模設定の考え方を踏まえ，学級数及び全校児童数によって分類する。 

〇小学校の場合 

推計年次すべてにおいて 12～24 学級となる場合に「適正規模校」，6～11 学級

となる場合に「準適正規模校」とする。 

推計年次のいずれかにおいて，25 学級以上となる場合に「大規模校」とする。

特に，31 学級以上（現状の特別支援学級を含む）となる場合に，「過大規模校」と

する。 

推計年次のいずれかにおいて，全校児童数が 100 人未満の 6 学級の学校は「小

規模校」とする。特に，5学級以下となる場合に「過小規模校」とする。 

  〇中学校の場合 

    推計年次すべてにおいて，9～24 学級となる場合に「適正規模校」とする。 

推計年次のいずれかにおいて，25 学級以上となる場合に「大規模校」とする。

特に，31 学級以上（現状の特別支援学級を含む）となる場合に，「過大規模校」と

する。 

推計年次のいずれかにおいて，8学級以下となる場合を「小規模校」とする。特

に，5学級以下となる場合に「過小規模校」とする。 

  

なお，検討すべき課題を確実に把握できるようにすること，及び，できる限り早い段

階で課題を把握し対応策を検討する時間が十分に確保できるよう，過小規模校や小規模

校については低位推計の児童生徒数・学級数を，過大規模校や大規模校については高位

推計の児童生徒数・学級数を用いた。 
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②学校の特定 

小中学校の規模の適正化について検討した結果は，以下のようになる。 

図表. 小学校の分類 

※1 普通学級の標準学級数推計では，桜島小は最大（高位推計）で 25 学級，旭が丘小は 26 学級とな

る。 

図表. 中学校の分類 

 過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校 

基準 5 学級以下 6～8 学級 9～24 学級 25～30 学級 

31 学級以上

（現状の特別支援

学級を含む） 

推計の

全て 

  平田野中 

創徳中 

白鳥中 

大木中 

千代崎中 

鼓ヶ浦中 

天栄中（小規模・

弾力化あり） 

  

推計の

一部 

天栄中（小規模・

弾力化なし）※2 

鈴峰中  神戸中 

 

白子中※1 

学校数 0 校（1） 1 校 7 校 1 校 1 校 

※1 普通学級の標準学級数推計では，白子中は最大（高位推計）で 29 学級となる。 

※2 普通学級の標準学級数推計では，天栄中は最小（低位推計）で 5学級となる。 

  

 過小規模校 小規模校 
準適正 

規模校 
適正規模校 大規模校 過大規模校 

基準 5 学級以下 

全校児童数

100 人未満

の 6学級 

6～11 学級 12～24 学級 25～30 学級 

31 学級以上

（現状の特別

支援学級を含

む） 

推計の

全て 

 合川小（小規

模特認あり） 

 

 

鼓ヶ浦小 

栄小 

井田川小 

鈴西小 

 

国府小 

牧田小 

清和小 

白子小 

愛宕小 

飯野小 

明生小 

河曲小 

一ノ宮小 

長太小 

神戸小 

  

推計の

一部 

天名小 

庄内小 

合川小(小規

模特認なし) 

椿小 

深伊沢小 

 

庄野小 

加佐登小 

石薬師小 

箕田小 

若松小 

郡山小 

 稲生小 

玉垣小 

桜島小 

旭が丘小 

学校数 2 校（3） 3 校 10 校 11 校 2 校 2 校 

※1 
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図表. 小学校学級数と学校分類 

 

 

 

 

  

【小学校学級数】

Ｈ28特別支

援学級数

Ｈ28

普通学級数

1 国府小 3 14 16 ～ 13 16 ～ 14 18 ～ 14 18 ～ 14

2 庄野小 2 12 12 ～ 12 12 ～ 11 12 ～ 10 12 ～ 12

3 加佐登小 2 13 11 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 12 12 ～ 12

4 牧田小 2 15 14 ～ 13 13 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

5 清和小 3 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

6 石薬師小 2 13 12 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 11 12 ～ 8

7 白子小 2 16 17 ～ 17 18 ～ 14 14 ～ 12 16 ～ 12

8 桜島小 4 25 29 ～ 28 25 ～ 22 24 ～ 20 26 ～ 20

9 旭が丘小　 4 30 26 ～ 23 24 ～ 22 24 ～ 20 24 ～ 20

10 鼓ヶ浦小 1 7 7 ～ 6 8 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

11 愛宕小 2 17 14 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

12 稲生小 2 25 27 ～ 25 24 ～ 21 24 ～ 20 26 ～ 20

13 飯野小 3 22 20 ～ 20 18 ～ 18 19 ～ 15 20 ～ 17

14 明生小 2 11 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

15 河曲小 3 18 19 ～ 17 18 ～ 17 18 ～ 14 18 ～ 14

16 一ノ宮小 2 18 16 ～ 16 17 ～ 14 16 ～ 14 18 ～ 13

17 長太小 2 15 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12 12 ～ 12

18 箕田小 2 12 10 ～ 10 9 ～ 6 8 ～ 6 12 ～ 6

19 玉垣小 2 25 25 ～ 23 22 ～ 19 20 ～ 18 20 ～ 18

20 若松小 0 12 12 ～ 12 11 ～ 10 12 ～ 12 12 ～ 8

21 神戸小 3 21 21 ～ 20 18 ～ 18 18 ～ 16 20 ～ 18

22 栄　小 0 8 7 ～ 7 7 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

23 郡山小 2 11 10 ～ 7 10 ～ 10 12 ～ 6 6 ～ 6

24 天名小 1 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 5

25 合川小 1 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

26 井田川小 1 6 9 ～ 6 7 ～ 6 6 ～ 6 8 ～ 6

27 鈴西小 1 11 10 ～ 10 10 ～ 8 9 ～ 6 9 ～ 6

28 椿　小 1 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

29 深伊沢小 1 7 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6 6 ～ 6

30 庄内小 1 6 6 ～ 5 6 ～ 5 4 ～ 4 4 ～ 3

計 420 410 ～ 384 389 ～ 353 378 ～ 332 389 ～ 328

H33 H38 H48H43

　　　　●小規模特認校制度なしの場合

25 合川小学校 1 6 5 ～ 5 6 ～ 5 6 ～ 6 6 ～ 4

過大規模校（31学級以上（現状の特別支援学級を含む））

大規模校（25～30学級）

適正規模校（12～24学級）

準適正規模校（6～11学級）

小規模校（全校児童数100人未満の6学級）

過小規模校（5学級以下）

表中の数字は，過密解消学級編制によるも

ので，左は高位推計，右は低位推計。 

※小規模特認校制度：特色ある教育活動を行う小規模な学校において，市内全域を通学区域と

して認める制度 
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図表. 中学校学級数と学校分類 

 

 

 

 

 

 

【中学校学級数】

Ｈ28特別支

援学級数

Ｈ28

普通学級数

1 平田野中 2 13 13 ～ 13 15 ～ 12 14 ～ 12 15 ～ 12

2 創徳中 2 19 20 ～ 18 19 ～ 18 18 ～ 15 18 ～ 15

3 白鳥中 2 16 16 ～ 15 14 ～ 11 13 ～ 12 12 ～ 12

4 神戸中 3 27 26 ～ 25 24 ～ 22 23 ～ 19 24 ～ 18

5 大木中 2 15 12 ～ 12 11 ～ 9 10 ～ 9 9 ～ 9

6 千代崎中 3 18 18 ～ 18 18 ～ 15 15 ～ 12 15 ～ 12

7 白子中 2 31 31 ～ 31 30 ～ 27 27 ～ 23 27 ～ 21

8 鼓ヶ浦中 1 15 12 ～ 12 12 ～ 10 12 ～ 9 12 ～ 9

9 天栄中 2 11 13 ～ 13 10 ～ 9 12 ～ 10 10 ～ 9

10 鈴峰中 1 10 9 ～ 9 8 ～ 7 9 ～ 6 6 ～ 6

計 175 170 ～ 166 161 ～ 140 153 ～ 127 148 ～ 123

　　　　●小規模特認校制度なしの場合

9 天栄中学校 2 11 12 ～ 12 10 ～ 9 12 ～ 10 10 ～ 9

　　　　●弾力化制度なしの場合

7 白子中学校 2 31 34 ～ 34 33 ～ 31 30 ～ 26 30 ～ 24

9 天栄中学校 2 11 9 ～ 8 6 ～ 6 9 ～ 8 7 ～ 6

　　　　●小規模特認校制度・弾力化制度なしの場合

9 天栄中学校 2 11 8 ～ 8 6 ～ 6 9 ～ 7 6 ～ 6

H33 H48H38 H43

過大規模校（31学級以上（現状の特別支援学級を含む））

大規模校（25～30学級）

適正規模校（9～24学級）

小規模校（6～8学級）

過小規模校（5学級以下）

表中の数字は，過密解消学級編制によるも

ので，左は高位推計，右は低位推計。 

※小規模特認校制度：特色ある教育活動を行う小規模な学校において，市内全域を通学区域と

して認める制度 

（通学区域の）弾力化制度：大規模校対策として，特定の地域に在住する児童生徒について，

一定の条件のもと，指定校以外の隣接する学校への就学を認める

制度 
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（４）学校ごとの問題・課題の整理 

次の手順で学校ごとの問題・課題を整理する。 

図表. 検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①小学校 

過小規模校である庄内小，天名小については，小規模校のメリットを最大限生かす方策や，

将来的には統廃合などを検討する必要がある。合川小は，現状の小規模特認を継続すれば小規

模校となるが，小規模特認がない場合には過小規模校となるため，小規模特認の継続性につい

ても検討する必要がある。 

その他の小学校は，通学区域の見直しや適正な学校運営などによって，対応できると考えら

れる。 

図表. 小学校の問題・課題 

評価 学校 問題・課題 

過小規模校 

庄内小 

現在，全校児童数が 85 名と少ない。今後，児童数の減少が予想さ

れ，将来的には 5学級以下になると推計される。 

 小規模校のメリットを最大限生かす方策や，将来的には統廃合な

どを検討する必要がある。 

天名小 

現在，全校児童数が 94 名と少ない。今後，児童数の減少が予想さ

れ，低位推計では，将来 5学級以下になる可能性がある。 

人口減少に歯止めをかける方策などによって地域の児童数を確保

することや，場合によっては，統廃合等を検討する必要がある。 

合川小 

(小規模特

認なし) 

現在，全校児童数が 87 名と少ない。小規模特認校制度を継続しな

かった場合には過小規模校になると推計される。このため，小規模

特認制度の継続や統廃合等について検討する必要がある。 

小規模校 

合川小 

(小規模特

認あり) 

現在，全校児童数が 87 名と少ない。小規模特認校制度を継続した

場合でも小規模校になる可能性がある。このため，人口減少に歯止

めをかける方策などによって，地域の児童数を確保することが必要

である。 

椿小 

低位推計の場合，Ｈ43 年以降で児童数 100 人未満の小規模校にな

る可能性がある。このため，人口減少に歯止めをかける方策などに

よって，地域の児童数を確保することが必要である。 

年次別児童⽣徒数の試算結果（5 年後，10 年後，15 年後，20 年後） 

将来的に適正規模の学校 

・適正規模校 

・準適正規模校 

・小規模校，過小規模校 

・大規模校，過大規模校 学校ごとの問題・課題の整理 

過小規模校，過大規模校は早期に対策を検討

するものとし，小規模校，大規模校について

も課題ありとし，近隣の学校の状況を考慮し

た上で，必要に応じて検討するものとする。 
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評価 学校 問題・課題 

深伊沢小 

低位推計の場合，Ｈ43 年以降で児童数 100 人未満の小規模校にな

る可能性がある。 

人口減少に歯止めをかける方策などによって，地域の児童数を確

保することが必要である。 

大規模校 

稲生小 

現在，25 学級である。今後は一旦増加するが，Ｈ38 年には 21～

24 学級まで減少すると推計される。 

人口動向を把握しながら，適正な学校運営等の柔軟な方策で対応

できると考えられる。 

玉垣小 

現在，25 学級である。今後は減少するが，人口の高位推計の場合

に，当面，最大 25 学級と推計される。 

人口動向を把握しながら，適正な学校運営等の柔軟な方策で対応

できると考えられる。 

過大規模校 

旭が丘小 

現在，30 学級であり，現状の特別支援学級数を含めると 34 学級

となり，現状では過大規模校である。今後は減少し，Ｈ38 年には 22

～24 学級程度の適正規模になると推計される。 

人口動向を把握しながら，通学区域の見直しや適正な学校運営の

実施等の柔軟な方策を実施する必要がある。 

桜島小 

現在，25 学級であり，今後は一旦増加し，現状の特別支援学級数

を含めると過大規模校となる可能性があるが，Ｈ38 年には 22～25

学級と推計され，適正規模をやや上回る程度となる。 

人口動向を把握しながら，通学区域の見直しや適正な学校運営の

実施等の柔軟な方策を実施する必要がある。 
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②中学校 

過大規模校の白子中，大規模校の神戸中は，人口減少により適正規模校に向かうため，人口

動向をみながら学校運営の柔軟な対応などを検討する必要がある。ただし，白子中については，

弾力化制度がない場合には，過大規模校の状態が継続するため，制度の継続等についても検討

が必要である。 

小規模校の鈴峰中は，6 学級程度まで減少すると推計されるが，1 学年複数学級にとどまる

ため，学校運営の柔軟な対応などを検討する必要がある。 

天栄中については，人口動向を把握しながら，小規模・弾力化制度の適用などを検討する必

要がある。 

図表. 中学校の問題・課題 

評価 学校 問題・課題 

過小規模校 

天栄中 

（小規模・弾

力化なし） 

現在は 11 学級であるが，今後，普通学級の標準学級数推計で最

小（低位推計）の場合，5学級程度まで減少すると推計される。 

小規模・弾力化制度ありの場合には適正規模校になることから，

人口動向を把握しながら，この制度の適用についても検討する必要

がある。 

小規模校 鈴峰中 

現在は 10 学級であるが，今後，人口減少によって 6学級程度ま

で減少すると推計される。各学年で 2学級以上となるため，全学年

でクラス替えができ，同学年に複数の教員を配置することができる

規模である。 

人口動向を把握しながら，小規模校のメリットを最大限生かす方

策などを検討する必要がある。 

大規模校 神戸中 

現在 27 学級である。今後は減少すると推計され，Ｈ38 年には 22

～24 学級まで減少する。 

人口動向を把握しながら，適正な学校運営等の柔軟な方策につい

て検討する必要がある。 

過大規模校 白子中 

現在 31 学級である。今後は減少し，人口推計ケースによって異

なるが，Ｈ48 年には 21～27 学級程度まで減少すると推計される。 

ただし，弾力化制度がない場合には，過大規模校のまま推移する

と推計されるため，弾力化制度の継続についても検討する必要があ

る。また，人口動向を把握しながら，適正な学校運営等の柔軟な方

策について検討する必要がある。 
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５ 学校規模適正化基本方針等策定のための基礎資料      

何らかの対策が必要と考えられる過小規模校，過大規模校を主な対象とし，将来の普通学級

児童生徒数・普通学級数の推計をもとに，中学校区内の小規模校，大規模校も含めた検討事項

を設定する。 

 

（１）検討対象学区，学校 

第４章で抽出した課題校のうち，次の中学校区を対象に検討する。 

 

図表.検討対象学区・課題校 

学校区 課題校 

鈴峰中学校区 

庄内小学校（過小規模校） 

椿小学校（小規模校） 

深伊沢小学校（小規模校） 

天栄中学校区 

天栄中学校（標準学級編成の場合，小規模特認校制度・弾力化制度なしで

過小規模校）※ 

天名小学校（過小規模校） 

合川小学校（小規模特認校制度ありで小規模校，なしで過小規模校） 

白子中学校区 

白子中学校（過大規模校） 

桜島小学校（過大規模校） 

旭が丘小学校（過大規模校） 

稲生小学校（大規模校） 

※天栄中学校については，白子中学校の対策との関連で検討する。 

 

（２）検討事項の設定 

中学校区ごとに，児童数・学級数の推計に基づき，次のように検討事項を設定する。 
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①鈴峰中学校区 

課題校 庄内小学校（過小規模校），椿小学校（小規模校），深伊沢小学校（小規模校） 

児童数・学

級数の推計 

○現在，庄内小学校の全校児童数は 85 名と少ない。今後，児童数の減少が予想

され，低位推計では平成 33 年，高位推計では平成 41 年には複式学級が発生

する可能性がある。 

○平成 28 年 4 月現在の住民基本台帳の各年齢の人数をもとに，転入・転出等の

移動が全くないと仮定した場合の実数では，平成 33 年度まで複式学級にはな

らない見込みである。 

 

 

検討事項 ○過小規模校と近隣の小学校の統合を検討する場合，次のような方法が考えら

れる。 

 ・2 校を統合する場合，小学校の校舎の増築等を伴わないように，両校の児

童数を合わせても各学年 1学級となる時期に統合を行う。 

・鈴峰中学校区で将来的に小中一貫教育を行うことを見据え，統合する小学

校の校舎の増築等を行う時期に，2 校以上を統合する。 
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②天栄中学校区 

課題校 天栄中学校（標準学級編成の場合，小規模特認校制度・弾力化制度なしで過小規

模校）（天栄中学校については，白子中学校の対策との関連で検討） 

天名小学校（過小規模校） 

合川小学校（小規模特認校制度ありで小規模校，なしで過小規模校） 

児童数・学

級数の推計 

○現在，天名小学校の全校児童数は 94 名と少ない。今後，児童数は一時的に増

加するが，その後は減少傾向と推計される。学級数は，6 学級を維持している

が，低位推計の場合には平成 48 年に複式学級になる可能性がある。 

 

 

○現在，合川小学校（小規模特認あり）の全校児童数は 87 名と少ない。小規模

特認校制度を継続する場合，児童数は一時的に増加するが，その後は減少傾向

と推計される。学級数は 6学級を維持する。 

小規模特認校制度がないと仮定すると，現在の全校児童数は 62 人まで減少

し，今後，ゆるやかな減少傾向と推計される。学級数は，早ければ平成 30 年

には複式学級になると推計される。 
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検討事項 ○複式学級が発生する可能性のある過小規模校については，一定の集団規模の児

童数を確保するために，近隣の学校との統合について検討を開始する。 

○過小規模校と近隣の学校との統合を検討する場合，統合する小学校の校舎の増

築等を極力行わないことを考慮するものとするが，将来的に天栄中学校区にお

いて小中一貫教育を行うことを見据え 2校以上を統合する場合は，所要の校舎

の増築等を行うことも視野に入れる。 

○現在，実施している合川小学校における小規模特認校制度については，当面は

継続したほうが良いと考えるが，近隣校の状況によっては，統合を含めた検討

を要する。 

  

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

0

2

4

6

8

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 Ｈ41 Ｈ42 Ｈ43 Ｈ44 Ｈ45 Ｈ46 Ｈ47 Ｈ48

学級数 合川小 (小規模特認あり）普通学級数

低位推計 高位推計

62 61 60 64
55 59 59 62 58 57 59 55

61
56 57

52 49 47 45 43 41

62 61 63 65
58

63 64 67 65 65 68 64
71

66 67
62 61 58 57 54 52

0

20

40

60

80

100

120

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 Ｈ41 Ｈ42 Ｈ43 Ｈ44 Ｈ45 Ｈ46 Ｈ47 Ｈ48

人 合川小（小規模特認なし） 普通学級児童数

低位推計 高位推計

6 6

5

6

5 5

6 6

5 5 5 5

6 6 6 6

5 5

4 4 4

6 6

5

6

5 5

6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

0

2

4

6

8

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 Ｈ41 Ｈ42 Ｈ43 Ｈ44 Ｈ45 Ｈ46 Ｈ47 Ｈ48

学級数 合川小 (小規模特認なし）普通学級数
低位推計 高位推計



39 

 

③白子中学校区 

課題校 白子中学校（過大規模校） 

桜島小学校（過大規模校），旭が丘小学校（過大規模校）， 

稲生小学校（大規模校） 

 

③－１ 白子中学校（過大規模校） 

生徒数・学

級数の推計 

○白子中学校の普通学級は，現在 31 学級であり，弾力化制度を適用している

が，今後は生徒数が減少し，人口推計ケースによって異なるが，平成 48 年に

は 21 学級～27 学級程度まで減少すると推計される。弾力化制度を継続する場

合も，推計にもよるが，平成 35 年から 37 年まで過大規模校のまま推移し，弾

力化制度がない場合には，平成 33 年までの 5年間で 33 学級～35 学級に増加

し，過大規模校である期間が更に長くなると推計される。 
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○隣接する天栄中学校は，小規模・弾力化制度がある場合には，学級数が 9 学級～

13 学級となり適正規模校となる。しかし，小規模・弾力化制度がない場合には，

過密解消学級編制では 6 学級，標準学級編制では 5 学級まで減少する可能性が

ある。 
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検討事項 ○白子中学校区における通学区域の弾力化については，天栄中学校の規模も考慮

しつつ，継続するのか，早期に通学区域の一部変更を行うか検討を要する。 
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③－２ 旭が丘小学校（過大規模校） 

児童数・学

級数の推計 

○旭が丘小学校の普通学級は現在 30 学級であり，現状の特別支援学級を含める

と 34 学級となり，現状では過大規模校である。今後は生徒数が減少し，人口

推計ケースによって異なるが，平成 48 年には 20 学級～24 学級程度まで減少

すると推計される。 

 ただし，標準学級数での推計では，現状で 26 学級となる。 

 

 

検討事項 ○旭が丘小学校区の一部自治会等を隣接する小学校区へ編入することにより，

通学区域の一部を変更することも検討が必要である。 
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③－３ 桜島小学校（過大規模校） 

児童数・学

級数の推計 

○桜島小学校の普通学級は，現在 25 学級であり，今後は一旦増加し，高位推計

では 29 学級となり，現状の特別支援学級数を含めると過大規模校となる可能

性があるが，平成 38 年には 22～25 学級と推計され，適正規模をやや上回る程

度となる。 

 

 

 

○隣接する玉垣小学校の児童数は，平成 32 年までは微増の可能性（高位推計）

があるが，その後は減少すると推計される。学級数は，現在 25 学級であるが，

平成 34 年までは 25 あるいは 26 学級の大規模校のままであり，をその後は 24

学級以下の適正規模校になる。 
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検討事項 ○桜島小学校区の一部自治会等を隣接する小学校区へ編入することにより，通

学区域の一部を変更することも検討が必要である。 
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③－４ 稲生小学校（大規模校） 

児童数・学

級数の推計 

○稲生小学校の普通学級は，現在 25 学級である。今後は児童数が一時的に増加

し，その後減少するものの平成 41 年以降微増と推計される。普通学級数は，

平成 34 年までは最大 27 学級まで増加するが，平成 43 年までは 20 学級～24 学

級まで減少する。 

 

 

○隣接する飯野小学校の普通学級は，現在 22 学級である。今後，児童数は横ばい

か減少傾向と推計され，学級数も横ばいから減少傾向になる。 

 

 

検討事項 ○稲生小学校区の一部自治会等を隣接する小学校区へ編入することにより，通学

区域の一部を変更することも検討が必要である。 
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参考資料１ 他分野の施設と連携した再編可能性の検討     

（１）他都市事例の整理 
学校施設と他分野の施設で連携して再編した事例について整理する。整理にあたっては学校

施設同士の再編・統合するケースと他分野施設を再編・複合化するケースの２種類で整理する。 

① 統合・複合 

１）学校関連（学校施設同士の再編・統合） 

学校施設同士の再編・統合については，幼保小連携パターンと小中一貫校パターンの 2 種類

ごとに整備方法２種類での４事例を整理する。 

図表 学校施設同士との再編・複合化の事例 

テーマ 区分 整備方法 事例 複合等 

学校施設同

士の再編・

統合 

幼保小連携 既存 事１ 東京都世田谷区立砧南中学校 

 

保育所 

新設 事２ 東京都台東区立上野小学校 幼稚園，公民

館，区民プール 

小中一貫校 既存利用 事３ 福島県郡山市立湖南小中学校 

 

小中学校 

新設 事４ 茨城県つくば市立春日学園 

 

小中学校 

資料：学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について（文部科学省 平成 27 年 11 月） 

   小中一貫教育に適した学校施設の在り方について（文部科学省 平成 27 年７月） 

 

２）他分野施設（公共施設全体の再編・複合化） 

他分野施設との再編・複合化については，整備方法２種類で整理する。 

図表 他の公共施設等との再編・複合化の事例 

テーマ 区分 整備方法 事例 複合等 

他分野施設 社会教育施
設，社会体
育施設，児
童福祉施
設，高齢者
福祉施設，
その他の福
祉・医療施
設，行政施
設 

既存 事５ 京都府宇治市立小倉小学校 

 

老人デイサービ

スセンター，地

域包括支援セン

ター 

新設 事６ 富山県南砺市立利賀小学校・ 

利賀中学校 

 

放課後こども教

室，公民館 

資料：学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について（文部科学省 平成 27 年 11 月） 
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事２ 東京都台東区立上野小学校 
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事３ 福島県郡山市立湖南小中学校 
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事５ 京都府宇治市立小倉小学校 
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事６ 富山県南砺市立利賀小学校・利賀中学校 
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参考資料２ 市内の開発状況                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平均の区画数（14.8）よりも区画の大きい開発

区画数100以上の大規模開発

NO 開発許可年次 住所 面積 区画数 備考

1 江島町長谷2355-1 1149.05㎡ 4

2 白子四丁目3048-1,3051-1 1996.77㎡ 10

3 安塚町今発973-1 2777.08㎡ 11

4 南玉垣町玉垣6196-1 1436.28㎡ 10 共同住宅

5 若松西五丁目482-8 3576.65㎡ 14

6 神戸六丁目381-1 2742.59㎡ 10

7 十宮四丁目833 1955.16㎡ 7

8 道伯二丁目2058-1 2021.40㎡ 8

9 稲生西二丁目6805-1 1105.57㎡ 5

10 飯野寺家町門辺51-1 2047.57㎡ 7

11 若松西四丁目435-1 1628.50㎡ 6

12 算所三丁目921-3 4765.18㎡ 19

13 稲生一丁目542-1 4469.75㎡ 18

14 住吉四丁目6413-1 1651.65㎡ 9

15 東磯山一丁目2523 2512.90㎡ 9

16 稲生二丁目3450 1660.84㎡ 6

17 竹野一丁目593-1 2410.92㎡ 10

18 小田町西山田998-204 1890.98㎡ 7

19 末広西1820-76 9872.18㎡ 37

20 平野町門山889-1 1215.29㎡ 4

21 南旭が丘三丁目2086-3 1237.64㎡ 4

22 北長太町三宮神260 4789.61㎡ 14

23 江島町高塚544 1960.99㎡ 8

24 須賀一丁目1603 2276.27㎡ 10

25 大池一丁目856-4 2967.27㎡ 12

26 東玉垣町丸田1221-1 1687.00㎡ 7

27 江島町花野1662 1852.32㎡ 7

28 稲生塩屋三丁目1949-2 2979.57㎡ 10

29 弓削一丁目46-1 1224.51㎡ 5

30 須賀一丁目93 2624.61㎡ 11

31 寺家町新改1538-1 2004.92㎡ 8

32 矢橋三丁目301-2 1214.44㎡ 6

33 白子一丁目4095 1016.12㎡ 4

34 十宮一丁目437-1 1552.68㎡ 6

35 南玉垣町新町2447-1 1070.28㎡ 4

36 高岡町七反縄655-1 1592.01㎡ 7

37 道伯町赤坂2186-2 2991.78㎡ 9

38 稲生塩屋三丁目2051-1 1137.25㎡ 4

39 十宮三丁目658-1 1740.20㎡ 2

40 平田東町1211 2006.71㎡ 24 共同住宅

41 北江島町2367 3793.03㎡ 12

42 末広北三丁目5304-4 2187.65㎡ 8

43 江島町高塚544-7 1144.97㎡ 4

44 高岡町旭2660-4 2687.63㎡ 10

45 稲生町折戸7508-6 2811.59㎡ 10

46 平田本町二丁目552 3362.52㎡ 12

47 道伯四丁目1750-7 1091.22㎡ 4

48 南玉垣町玉垣6252-1 5004.57㎡ 16

49 東磯山四丁目1753-1 1541.08㎡ 6

50 南玉垣町玉垣6189-1 1023.10㎡ 4

51 稲生塩屋二丁目2468-1 1088.77㎡ 4

52 白子一丁目4095 1016.12㎡ 4

53 一ノ宮町七九郎縄1425 2911.58㎡ 10

平成24年度

平成23年度

平成22年度
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平均の区画数（14.1）よりも区画の大きい開発

区画数100以上の大規模開発

NO 開発許可年次 住所 面積 区画数 備考

54 桜島町七丁目19-2 3234.30㎡ 15

55 末広南一丁目5310-20 1239.30㎡ 5

56 道伯赤坂2186-2 2991.78㎡ 10

57 十宮三丁目658-1 1740.20㎡ 2

58 東旭が丘三丁目6768-3 1733.66㎡ 7

59 白子町生水2780-1 1678.86㎡ 20 共同住宅

60 東玉垣町山神戸2607 1271.93㎡ 4

61 南玉垣町新町2306-3 1694.62㎡ 6

62 野町南一丁目241-22 2005.10㎡ 8

63 岸岡町見当山2606-2 9816.61㎡ 34

64 白子町新地6872-1他 65987.67㎡ 264

65 郡山町野口795-6 1776.69㎡ 6

66 道伯二丁目2278-5 1803.85㎡ 7

67 西玉垣町市場1428-3 2924.51㎡ 7

68 道伯町赤禿山2139-1 63348.16㎡ 172

69 高岡台四丁目173-2 6001.47㎡ 25

70 稲生西三丁目7253 8050.11㎡ 27

71 道伯町五反田2072 1219.71㎡ 2

72 道伯二丁目2258-14 2900.84㎡ 9

73 安塚町舞造331-40他 9477.19㎡ 33

74 野町南一丁目241-20 1924.48㎡ 8

75 江島町長谷2442-1 1203.31㎡ 5

76 平田本町一丁目299-2 2889.74㎡ 7

77 中旭が丘三丁目7257-1 5306.48㎡ 24

78 末広北三丁目5304-10 2386.68㎡ 9

79 十宮四丁目522-1 5878.48㎡ 22

80 一ノ宮町別明1309-1 2899.36㎡ 11

81 南玉垣町一色2232-5 6123.96㎡ 20

82 東玉垣町北浦2902-1 1039.31㎡ 4

83 稲生塩屋三丁目2064-1 2345.45㎡ 10

84 郡山町西高山663-705 3434.90㎡ 12

85 南玉垣町玉垣4558-1他 2999.90㎡ 14

86 肥田町寺垣内348 3223.35㎡ 13

87 十宮三丁目882-1 2645.65㎡ 9

88 西玉垣町市場1440-1 2828.35㎡ 11

89 北玉垣町根洞1871-2他 2748.53㎡ 11

90 岸岡町岩ケ谷2573-8 2227.05㎡ 7

91 稲生塩屋三丁目2058-1 2675.65㎡ 11

92 稲生塩屋二丁目2069-1他 2271.29㎡ 10

93 中旭が丘二丁目7349-1 1882.90㎡ 8

94 神戸四丁目662 1801.98㎡ 8

95 岸岡町野口567他 2298.64㎡ 18 共同住宅

96 東玉垣町山神戸2599-4 2352.25㎡ 7

97 十宮四丁目805-7 2197.58㎡ 8

98 平田本町一丁目284 1940.55㎡ 9

99 南玉垣町玉垣6603-22 9557.24㎡ 44

100 算所五丁目337-1 1489.79㎡ 6

101 安塚町今発879-2 2242.18㎡ 10

102 野辺一丁目764 1467.99㎡ 6

103 末広北二丁目5600 1007.46㎡ 19 共同住宅

104 野町南一丁目241-36 2572.92㎡ 9

105 下箕田四丁目326-1 2505.65㎡ 10

106 稲生塩屋二丁目2914 2729.98㎡ 11

107 南旭が丘二丁目1545 1559.59㎡ 6

108 白子町網田坊3712-1 1503.17㎡ 7

109 一ノ宮町池575-4 5716.30㎡ 20

110 十宮四丁目827-1 2523.07㎡ 9

111 安塚町今発1088-1 2641.28㎡ 12

112 鈴鹿ハイツ7992-1089 1408.90㎡ 6

113 道伯一丁目2256-9 1983.07㎡ 4

114 中旭が丘二丁目7354-1 1971.76㎡ 9

115 岸岡町雲雀山2693-3 2948.24㎡ 11

116 末広北二丁目5606 2134.80㎡ 10

117 平田東町1172 1860.00㎡ 21 共同住宅

14.1

平成27年度

平成28年度

平均

平成26年度

平成25年度


